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今冬における節電へのご協力のお願いについて

－ 詳細ご説明資料 －

平成24年11月2日

九州電力株式会社



（目次）

１ 今冬の需給見通し

（１）今冬の需給見通し

（２）電力の安定供給に向けた取組み

２ 今冬における節電へのご協力のお願いについて２ 今冬における節電へのご協力のお願いについて

（１）今冬における節電へのご協力のお願い

（２）節電にご協力いただきたい時間帯

（３）節電にご協力いただくための当社取組み

（４）ご家庭における節電の具体事例

（５）法人お客さまにおける節電の具体事例



1１ 今冬の需給見通し

（１）今冬の需給見通し
 今冬の電力需要は、今夏の節電に関するお客さまのアンケート調査結果等から、

定着節電分として昨冬の節電効果の８割程度を見込み、昨冬並み厳寒で 1,537万kW
と想定しています。

 この電力需要に対し、他電力からの応援融通などの供給力確保に取組み、電力の安
定供給に最低限必要な予備率３％を確保できる見通しです。

1,389 1,537 1,537 1,302

1,432 1,589 1,584 1,432

12月

供給力

（発電端：万kW、％）

3月2月

需　要

1月

・今冬の電力需要・供給力については、政府の有識者会議「需給検証委員会」（委員長：白 眞勲
内閣府副大臣[国家戦略担当]）において、第三者の立場から検証が行われ、概ね妥当であること
が確認されました。

[ 第三者による検証結果 ]

　　原子力 0 0 0 0

　　火 力 1,179 1,256 1,253 1,161

　　水 力 84 84 83 94

　　揚 水 123 148 147 153

　　地熱等 16 16 16 16

電力会社間融通 16 76 76 0

　新電力からの受電等 14 9 9 7

43 52 47 130
( 3.1 ) ( 3.4 ) ( 3.1 ) ( 10.0 )

（注）四捨五入の関係で合計値が合わないことがある

予備力
（予備率）



2１ 今冬の需給見通し（つづき）

（２）電力の安定供給に向けた取組み

・火力・水力発電所の補修停止時期の調整

- 設備の保安上、繰り延べ困難なものを除き、最大限補修時期の調整を実施

・火力燃料の追加調達

・他社からの受電

 現時点（計画段階）で対応可能なあらゆる供給力確保策を織り込んでいます。

【 供給面での取組み 】

- 他電力会社からの応援融通の受電（最大で昼間76万kW、夜間37万kW）

- 発電事業者及び自家発からの受電

・緊急設置電源の追加設置（ 離島用の移動用発電設備2台を追加(計4台 0.6万kW）) 

【 需要面での取組み 】

 節電にご協力いただくために、当社は以下の取組みを行います。

・需要抑制を目的とした冬季計画調整契約の実施

・冬季における上手な電気の使い方等のお知らせ

・当社ホームページ等を通じた情報提供



[需要面の変動リスク][供給面の変動リスク]
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 昨冬（２月２日）のような寒波による電力需要の急増や、火力発電所等の電力供

給設備のトラブルなど、以下のような需給変動リスクが顕在化した場合には、厳し

い需給状況が予想されます。

 このため、今夏同様、電力の安定供給確保に向けて、実運用の直前まで、他電力

からの追加の応援融通受電や市場からの電力調達などの供給力対策に取組みます。

（参考）需給変動リスクの影響

ｹｰｽ リスク[影響量]

B-1
寒波による需要増

・気温1℃あたり＋20～30万kW

B-2
節電効果の減

・節電率▲1%あたり＋20万kW程度

[需要面の変動リスク]

ｹｰｽ リスク［影響量］

A-1
発電所の計画外停止
・単機最大▲70万kW
・小丸川下ダム洪水による発電制限▲80～▲120万kW

A-2
渇水による水力供給力の減
・渇水の場合▲10万kW

A-3
他社の応援余力不足による融通受電の減
・中西地域の予備率の減、▲1%あたり▲70万kW
・他社発電所の計画外停止

[供給面の変動リスク]

電力需要

供給力

予備力

供給力減

需要増



２ 今冬における節電へのご協力のお願いについて

（１）今冬における節電へのご協力のお願い
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 今冬は、定着節電分として、昨冬の節電効果の８割程度（一昨年から▲69万kW、

▲4.5％※)を織り込んだ電力需要に対し、最低限の予備率３％（予備力50万kW程度）

を何とか確保できる見通しですが、発電設備の計画外停止等を踏まえると、依然

として厳しい見通しです。

 このため、お客さまにおかれましては、以下の内容で引き続き節電へのご協力

をお願いします

※ 政府の「エネルギー・環境会議」において、今冬に必要な節電量の目安として示された定着節電値

【お願いの内容】

・ お客さまの生活・健康や経済活動に支障のない範囲で、節電へのご協力をお

願いいたします。

・ 具体的には、寒さが厳しくなり電力需要の増加が予想される12月3日(月)から

翌年 3月29日(金)までの間(年末年始12/31(月)～1/4(金)を除く)の平日8時から

21時において、昨年冬にお取り組みいただいた相当の節電に、ご協力いただき

ますようお願いいたします。

をお願いします。



2,000

(発電端：万kW)

節電にご協力いただきたい時間帯
（平日8～21時）

ピーク
時間帯

(8～11時)

ピーク
時間帯

(17～20時)

発電機

揚水発電

揚水発電所上池
昼間帯

① ② ①

 １日の中では、平日の8時～21時にご協力をお願いします。

 特に、電力需要が高くなる時間帯（8時～11時、17時～20時）は、重点的な節電への

ご協力をお願いします。

5２ 今冬における節電へのご協力のお願いについて（つづき）

①ピーク時間帯（8～11時,17～20時）

・電力需要が減少することにより、電力

の供給予備力の確保につながります。

（２）節電にご協力いただきたい時間帯

【需給バランスの改善効果】

0

500

1,000

1,500

0 24時8時時 21時

他社受電
水力・地熱

電力会社間融通

石炭火力

ＬＮＧ火力

石油火力

冬季の電力需要
揚水

ﾎﾟﾝﾌﾟ

揚水発電 ・また、電力需要急増時の供給力不足の

解消にもつながります。

②昼間帯（上記以外）

・電力需要が減少することにより、この

時間帯の揚水発電量を低減することが

できます。

その結果、この時間帯に温存した分を

ピーク時間帯の供給力として活用する

ことができます。

効
果
大



1,600

1,800

午前のピーク時 夕方のピーク時
1,538

[発電端：万kW]

 冬季は、暖房の使用量が多くなる午前（8～11時頃）と照明や家庭用需要の多くなる夕方

（17～20時頃）に需要のピークが発生します。（気温が１℃低下すると、時間最大電力が20万kW/℃程度増加）

 このうち、夕方の電力需要については、家庭用の割合が大きくなります。
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１日の需要曲線 気温と需要変化量の関係

時間最大電力

（参考） 冬季における電力需要の特徴

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

家庭用

業務用

産業用

30%程度

40%程度

30%程度

45%程度

35%程度

20%程度

1,427

8 11 17 20 [時]

昨冬

0
最高気温（℃）

10 20 30

春春

夏夏

秋秋

冬冬

2020万万kWkW程度程度/℃/℃ 4040～～5050万万kWkW程度程度/℃/℃

時間最大電力

（注）グラフ中の数値（%）は推計値



（３）節電にご協力いただくための当社取組み

需要抑制を目的とした

料金メニューの実施

（冬季計画調整契約）

・計画的な需要抑制を目的として昨年に引き続き実施
冬季における上手な電気の

使い方等のお知らせ

（ご家庭）

・検針のお知らせ票裏面によるＰＲ

・営業所窓口等へ節電取組事例・効果を紹介したチラシ備付

・営業所窓口等へ「節電のお願い」ポスターの掲示

・自治体に対し、節電ＰＲへのご協力をお願い

（法人お客さま）

7２ 今冬における節電へのご協力のお願いについて（つづき）

 今冬については、以下の取組みにより、お客さまへ節電のお願いを実施します。

（法人お客さま）

・大口お客さまを対象とした個別訪問によるお願い

・節電の取組み事例・効果を記載したチラシの郵送

・各種業界団体を通じたお願い
当社ホームページ等を通じた

情報提供

（当社ホームページ）

・でんき予報による需給状況の発信

・節電取組事例・効果の紹介

・各発電機の役割・活用方法（揚水発電等）の掲載

（緊急時の節電ご協力お願いメールの配信）

・節電に協力いただけるお客さまに予めメールアドレスを登録

いただき、需給ひっ迫となった場合に当社から節電のお願い

メールを配信



○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（参考）でんき予報による需給状況の発信

 電力需給に関する情報を、今夏と同様に「でんき予報」でお知らせします。

[主な掲載内容]

電力需給の見通し（翌週、翌日、当日）

供給力の詳細な内訳

当日の電力使用状況

（時間毎の電力使用量の推移）

など

<掲載イメージ>

8

<供給力の内訳>電力の使用状況



9

２ 今冬における節電へのご協力のお願いについて（つづき）

○画面の輝度を下げる。
○必要な時以外は消す。

○不要な照明をできるだけ消す。

○窓に厚手のカーテンを掛ける。

○重ね着などをして、室温を20℃に設定。

■取り組み事例と効果

７％

通常、ｴｱｺﾝを使用
されるご家庭

通常、ｶﾞｽ･石油ｽﾄｰﾌﾞ
等を使用されるご家庭

※設定温度を２℃下げた場合

１％

４％

２％

－

－

６％

３％

節電効果（削減率）

（４）ご家庭における節電の具体事例

２ 今冬における節電へのご協力のお願いについて（つづき）

○リモコンではなく、本体の主電源を切る。
○使わない機器のプラグを抜いておく。

○便座保温・温水の温度設定を下げる。
○不使用時はふたを閉める。

○早朝にタイマー機能で１日分をまとめて炊く。
○保温機能は使用せずに、よく冷ましてから冷蔵庫に保存する。

○冷蔵庫の設定を「弱」に変える。
○扉を開ける時間をできるだけ減らす。
○食品をつめこまないようにする。

○必要な時以外は消す。

１％

１％

１％未満

１％

※標準→省エネモードに設定し使用時間を2/3に減らした場合

２％

２％

１％

２％

＊ 節電効果の削減率の目安は、ｴｱｺﾝを使用されるご家庭の夕方ﾋﾟｰｸ時の消費電力（約1400W）及びｶﾞｽ・石油ｽﾄｰﾌﾞ等を使用されるご家庭の夕方ﾋﾟｰｸ時の

消費電力（約1000W）に対する削減率の目安です（資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁推計）

＊ 上記取り組み事例と節減率については、政府の節電ポータルサイト「節電．ｇｏ．ｊｐ」（経済産業省ＨＰ）「冬期の節電メニュー（家庭向け）（2011

年度冬期版）による



（５）法人お客さまにおける節電の具体事例

10２ 今冬における節電へのご協力のお願いについて（つづき）

 

空調 

28％ 

照明 

33％ 

冷蔵庫 

1％ 

その他

10％

エレベータ

7％ 

典 資源 ネ ギ 庁推計

パソコン

10％

FAX

1％

プリンタ 

4％ 

コピー機 

6％ 

空調、照明、

ＯＡ機器で 
約 82％ 

〔ポイント〕
・電力消費のうち、空調が約28％、照明が約33％、ＯＡ機器
（パソコン、コピー機等）が約21％を占めます。
これらを合わせると電力消費の約82％を占めるため、これら
の分野における節電対策は特に効果的です。

オフィスビル

照明
・執務エリアの照明を半分程度間引きする。

・使用していないエリア（会議室、廊下等）は消灯を徹底する。

空調
・使用していないエリアは空調を停止する。

・夕方以降はブラインド、カーテンを閉め、暖気を逃がさないように
する。

ＯＡ ・長時間席を離れるときは、ＯＡ機器の電源を切るか、スタンバイ

空調、照明、
ＯＡ機器で
約82％

8%

3%

1%未満

1%

2%

建物全体に
対する節電効果

出典：資源エネルギー庁推計 機器 モードにする。

製造業

照明

・使用していないエリアは消灯を徹底する。

・白熱灯を電球形蛍光ランプやＬＥＤ照明に交換する。
［節電効果：白熱灯60Ｗ→①電球形蛍光ランプ②ＬＥＤ照明

に交換した場合］

空調

・工場内の温度を19℃とする。
［節電効果：室内温度設定を３℃下げた場合］

・外気取入量を調整することで換気用動力や熱負荷を低減する。
［節約効果：換気ファンの間欠運転または停止により30％導入量
を低減した場合］

一般設備
（空調・照明）

17％

生産設備
83％

〔ポイント〕
・電力消費のうち、生産設備が占める割合が高くなっていますが、
生産活動に影響を与えないよう、一般設備を中心に節電に取組み
をお願いします。

注：生産工程や納期、必要な生産環境（空調）に応じて電力消費形態が異なります。
照明で
約74％
生産設備の
占める割合
が高い

2%

－

①76%

②85%

27%

34%

機械・設備毎
の節電効果

＊ 政府の節電ポータルサイト「節電．ｇｏ．ｊｐ」（経済産業省ＨＰ）「冬期の節電メニュー（事業者向け）」（2011年度冬期版）による



 

 

平成２４年１１月１３日 

福岡県緊急節電対策本部 

    

福岡県における冬季の節電への取組み～無理のない節電定着に向けて～福岡県における冬季の節電への取組み～無理のない節電定着に向けて～福岡県における冬季の節電への取組み～無理のない節電定着に向けて～福岡県における冬季の節電への取組み～無理のない節電定着に向けて～    

（平成２４年度冬季）＜概要版＞（平成２４年度冬季）＜概要版＞（平成２４年度冬季）＜概要版＞（平成２４年度冬季）＜概要版＞    
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１．九州電力管内における今冬の電力需給見通し 

発電端：万ｋＷ １２月 １月 ２月 ３月 

需 要 １，３８９ １，５３７ １，５３７ １，３０２ 

供給力 １，４３２ １，５８９ １，５８４ １，４３２ 

供給予備力 

（供給力－需要） 
４３ ５２ ４７ １３０ 

供給予備率（％） ３．１ ３．４ ３．１ １０．０ 
出典：九州電力(株)資料 

２．九州電力管内における節電要請 

○ 今冬が、昨冬並みの厳寒となることを想定した上で、瞬間的な需要変動に対応する

ために必要とされる予備率３％以上を確保できる見通しであるが、発電所等の計画外

停止が発生するリスクがあり、予断を許さない状況であることを踏まえ、政府からは、

「数値目標を伴わない節電」の要請がなされた。 

○ 今冬の需給見通しは、需給検証委員会において検証された定着節電分の需要減少を

見込んでおり、需要家に対して、節電の確実な実施が要請されている。九州電力管内

においては、平成２２年度に比べ▲４．５％抑制する定着節電値が一つの目安として

示された。 

○ 節電要請期間及び時間は、平成２４年１２月３日～平成２５年３月２９日（１２月

３１日及び１月２日～４日を除く）の平日８時～２１時の間とされた。 

３．節電の基本方針 

○ 目的 

・電力需給の十分な改善が見込めない状況を踏まえ、県民生活の安定・安全・安心及

び県内経済の持続的な発展を確保するため、県民、事業者、行政の各主体がエネル

ギーを効率的に利用し、家庭生活や経済活動に支障を生じさせることなく節電を定

着させることによって、電力需給の安定化を目指す。 

○ 節電推進の目標 

・数値目標が設定されて行った平成２３年度冬及び平成２４年度夏の取組みを可能な

範囲で継続・推進し、家庭生活や経済活動に無理が生じない範囲での「節電」の定

着を図る。但し、被災地や高齢者等の弱者に対して、無理な節電を要請することが

ないよう配慮する。 

・今冬の節電の目安としては、九州電力管内の定着節電として見込まれている平成２

２年度比▲４．５％を参考値とする。 

４．節電の取組み 

（１）県から九州電力(株)への要請 

○ 県から九州電力(株)に対し、以下の項目について要請を行う。 

・安全性を確保しつつ、発電設備の維持や代替電源の確保や燃料の追加調達などに努

め、電力供給の確保に万全を期すこと。 

・本県への情報連絡を緊密にし、迅速かつ正確な情報交換に万全を期すこと。 
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（２）県自らの取組み 

○ 平成２３年度冬、平成２４年度夏の成果を踏まえ、全ての県機関（知事部局、教育

庁、警察本部）において、「県民サービスの維持」及び「来庁者、利用者の利便及び職

員の健康維持」に支障のない範囲で節電に取り組み、平成２４年１２月～平成２５年

３月の電気使用量について、昨年度の実績（平成２２年度比マイナス６％）を上回る

抑制を図る。 

○ 発電所の計画外停止や気温の急激な変化による電力需要の増加等により、電力需給

がひっ迫する場合においては、予め定めたピークカット対策を県自ら追加実施すると

ともに、県民、事業者に対し、情報提供を行い、更なる節電の協力を要請する。 

【県自らによる節電の具体的な取組み内容】 

・空調管理の徹底（設定温度１８℃を徹底） 

・エレベータの稼働台数の削減 

・庁舎・施設内の照明の間引き（照度基準５００ルクス維持） 

・冷水器の使用中止・撤去 

・給排気ファンの稼働時間の短縮 

・昼休みの消灯等の徹底 

・パソコンの消費電力の削減 

・退庁時の待機電力の削減 

・時間外勤務縮減の取組み（毎週水曜日の定時退庁日と毎週金曜日の「省エネ・ノー

残業デー」における時間外勤務の縮減と消灯の取組みの徹底） 

・マイボトル運動の推進 

・職員の家庭での省エネ・節電取組みの強化 

・県有施設等における再生可能エネルギー導入、省エネ対策の早期実施 

・庁舎・施設内の自動販売機や入居売店等への協力要請 

・電力需給がひっ迫した場合の県のピークカット対策（コピー機の使用台数の削減等） 

（３）事業者における取組み 

ア 基本的な考え方 

○ 経済活動に支障のない範囲で実施できる節電メニューを示し、節電の定着を要請

する。但し、被災された地域の需要家には、特に無理のない範囲での協力をお願い

する。 

○ 「数値目標を伴わない節電」の目安としては、平成 22年度の使用最大電力（ｋＷ）

の値等を基準とし、九州電力管内の定着節電として見込まれている▲４．５％を参

考値とする。 

イ 節電メニュー（オフィスビルの場合） 

５つの基本アクションをお願いします 
建物全体に対 

する節電効果 

執務室エリアの照明を半分程度間引きする。 ８％ 

照明 使用していないエリア（会議室、廊下等）は消灯を

徹底する。 
３％ 

テナントは空調のスイッチを切り、オーナーはビル

全体が適切な温度になるように調整を行う等、適切

な温度管理を行う。 

４％※ 
空調 

使用していないエリアは空調を停止する。 １％未満 

OA 機器 
長時間席を離れるときは、OA 機器の電源を切るか、

スタンバイモードにする。 
２％ 

※ 設定温度を３℃下げた場合
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ウ 事業者に対する周知等 

○ 業界団体を通じ、「福岡県における冬季の節電への取組み」を事業者に周知する。 

○ 「事業所で取り組む省エネ・節電のポイント」を記したチラシを作成し、業界団

体や、県の事務所、市町村などを通じ、事業者に配布する。 

○ 県広報番組（テレビ・ラジオ）などの広報媒体を活用し、事業者に節電対策に関

する各種情報を正確かつ速やかに提供する。 

エ 事業者における節電の取組みに対する県の支援 

○ 効果の高い節電対策や取組事例等を紹介する「省エネ講座」を開催 

○ 県内中小企業者からの省エネルギー・節電相談への対応 

○ 省エネ専門家の派遣による省エネに関する助言 

○ 省エネ設備、自家発電設備、高効率照明等の導入支援（低利融資） など 

（４）県民（家庭）における取組み 

ア 基本的な考え方 

○ 家庭生活に支障のない範囲で実施できる節電メニューを示し、無理のない範囲で

の節電の定着を要請する。特に、家庭においては、夕方（１７時～２０時）の時間

帯に電力需要が高まる傾向にあることから、この特徴に配慮した節電の取組みをお

願いする。 

○ 被災された地域の方々、障害のある方々や高齢者の方々などには、それぞれの事

情のもと、無理のない範囲で協力をお願いする。 

○ 「数値目標を伴わない節電」の目安としては、九州電力管内の定着節電として見

込まれている平成２２年度比▲４．５％を参考値とする。 

イ 節電メニュー（通常、エアコンを使用される家庭の場合） 

節電メニュー 
節電効果 

(削減率) 

重ね着などをして、室温 20℃を心がける。 ７％※１ 
エアコン 

窓には厚手のカーテンを掛ける。 １％ 

照明 不要な照明をできるだけ消す。 ４％ 

画面の輝度を下げる。 
テレビ 

必要な時以外は消す。 
２％※２ 

冷蔵庫の設定を「弱」に変える。 

扉を開ける時間をできるだけ減らす。 冷蔵庫 

食品をつめこまないようにする。 

１％ 

早朝にタイマー機能で 1日分をまとめて炊く。 

ジャー炊飯器 保温機能は使用せずに、よく冷ましてから冷蔵庫

に保存する。 

１％ 

便座保温・温水の設定温度を下げる。 温水洗浄便座 

（瞬間式） 不使用時はふたを閉める。 

１％ 

未満 

リモコンではなく、本体の主電源を切る。 
待機電力 

使わない機器はプラグを抜く。 
１％ 

※１ エアコンの設定温度を 2℃下げた場合 

※２ 標準→省エネモードに設定し、使用時間を 2/3 に減らした場合 
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ウ ふくおか省エネ・節電県民運動の実施 

○ 今夏に引き続き、福岡県では、省エネ・節電に取組むことを宣言した県民を、企

業や行政が応援する「ふくおか省エネ・節電県民運動」を実施する（平成２４年１

２月１日～平成２５年３月３１日）。 

エ 県民（家庭）に対する周知等 

○ 県広報紙（福岡県だより）や県広報番組（テレビ・ラジオ）などの広報媒体を活

用し、県民に「福岡県における冬季の節電への取組み」の周知を図るとともに、節

電に関する各種情報を正確かつ速やかに提供する。 

○ 「家庭で取り組む省エネ・節電のポイント」を記したチラシを作成し、県保健福

祉環境事務所や市町村などで、県民に配布する。 

○ 地球温暖化防止活動推進員による環境学習会等を活用し、県民に対し節電手法等

に関する普及啓発・アドバイスを実施する。 

○ 県政出前講座により、「ふくおか省エネ・節電県民運動」「住宅用太陽光発電を始

めとした再生可能エネルギー」に関する周知・啓発を行う。 

（５）県民・事業者への速やかな情報提供 

○ 県の広報媒体及び県関係団体の広報媒体などを活用し、様々な機会を捉え、国、県、

九州電力などが発信する節電対策に関する情報や支援策等を、県民・事業者に正確か

つ速やかに提供する。 

○ 電力需給がひっ迫する場合においては、県民、事業者に対し、情報提供を行い、更

なる節電の協力を要請する。 

（６）市町村及び県関係団体と連携した取組みの推進 

○ 市町村及び関係団体に「福岡県における冬季の節電への取組み」の周知を図り、県

の取組みを参考にした節電対策を促し、県と連携した取組みを推進する。 

○ 節電に関する各種情報を正確かつ速やかに提供し、市町村・関係団体自らが率先し

て節電の取組みを推進することや、市町村民や関係事業者に対し各種情報を周知する

ことを要請し、県全域における取組みとしての実効性を高める。 

（７）電力供給力確保に向けた取組み 

○ 県企業局が運営する水力発電所及び県が出資する大牟田リサイクル発電（株）が運

営するＲＤＦ（ごみ固形化燃料）発電からの電力供給の確保に努める。 

○ 市町村運営のごみ発電施設に対し、対応可能な範囲で電力需要等に応じた発電実施

を要請するとともに、メンテナンス実施時期変更を要請する。 

 

 




